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A．研究目的 
令和 5 年度の調査（内山，2023）によっ

て、地域によっては極めて簡便な手続きで
受給者証が交付され、児童発達支援や放課
後等デイサービスの利用が迅速に開始され
ていることが明らかとなった。一見すると
この制度は円滑なサービス開始を可能にす
る利点を有するが、同時に保護者が子ども
の障害特性を十分に理解しないまま療育が

開始されるという問題も内在している。令
和 5 年度の調査結果および研究班での討議
を踏まえ、本研究では、発達障害児が障害
児サービスを利用する際の、支援ニーズの
把握及び、それに基づく受給決定に係るア
セスメントシートおよび手引きを開発する
ことを目的として行った。 
アセスメントの方法の実態を把握するた

めに令和 5 年度調査（内山，2023）で、全

【研究要旨】 
 本研究は、発達障害児が障害児支援サービスを利用する際の支援ニーズを的確に把握し、
それに基づいた受給決定を行うためのアセスメントシートと手引きの開発を目的とした。令
和 5 年度の調査では、受給者証の発行における手続きの簡素化が進んでいる一方で、子ども
の障害特性が十分に理解されないままサービス利用が開始されるケースも明らかとなった。
また、アセスメントの実施体制には地域差が大きく、事務職員のみで対応している自治体も
多く存在した。このような状況を踏まえ、本研究班は、生物・心理・社会モデルに基づいた
多面的評価が可能な『支援ニーズサマリーシート』を開発し、子ども・家族・社会資源の 3
要因を 5 段階で評定する構成とした。また、子どもの特性だけでなく、環境要因や家族状況
も評価に取り入れることで、より現実的な支援設計が可能となった。併せて作成した手引き
では、専門職だけでなく一般職員にも対応可能な実用的内容を盛り込み、制度運用の実効性
を高める工夫を施した。本研究は、支援の質向上と公正な受給決定の実現に資する重要な試
みである。 
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国の 17 自治体に対してインタビュー調査
を実施した結果、受給者証発行のためにア
セスメント方法は多様であり必要とされる
書類についても医師の診断書、療育手帳、
就学相談の資料等であった。これらの書類
提出についても任意としている自治体が複
数あった。また受給者証発行のアセスメン
ト担当者については保健師や社会福祉士な
どの福祉系専門職などの専門職が担当する
場合に加えて、一般事務職員のみで判定が
行われている事例もあることが明らかにな
った。その内容も短時間の面接や電話によ
る保護者へのインタビューのみで子どもの
直接観察をしない場合や、中には書面の内
容のみで判定される場合も複数あった。つ
まり勘案調査を実施しているのは自治体の
窓口が多く、特に専門性がない事務職が実
施する場合が少なくないことがわかった。
現場の職員も支給日数を適切に判定するこ
とが難しく「利便性重視」で保護者の申請
通りに決定する自治体や、申請者の状況に
限らず一定の日数を事前に設定している自
治体も少なくなかった。 
このような状況の中で、アセスメントを

作るのはかなり難易度の高い作業となる。 
発達障害児の行政サービス受給の適否に

係る判断は正確な子どものアセスメントに
ついての訓練を受けた専門家が実施するこ
とが好ましいことは言うまでもないが、本
調査で明らかになった現状を踏まえた上で、
現在の我が国で実施可能な改善策を提案す
ることが本研究班の役割であると考えてい
る。 
そこで本研究班の作成する手引きでは、

保健師や社会福祉士等の資格をもつ行政職
員がアセスメントを実施することを推奨し

つつ、地域の実情に応じて一般事務職員で
あっても親子のニーズが把握できるような
「手引き」も合わせて作成した。 
 
B．アセスメントシートの開発 
現在、障害児通所給付費の支給にあたっ

て、療育手帳の有無のみが実質的なアセス
メントの代替となり、十分な評価を経ずに
受給者証が発行される事例が散見される。
このような形式的運用は、個々の児童の実
際の支援ニーズを適切に反映しない可能性
がある。また、支給決定に際し「サポート
加算」の適用可否が重視されすぎる傾向に
あり、アセスメント本来の目的が軽視され
るという課題も指摘される。 
従来用いられてきた「5領域 11項目」に

よる評価指標は、①食事から⑪読み書きに
至る 11 項目で構成されており、限定され
た行動・能力領域のみに焦点が当てられる
リスクがある。とりわけ、この評価枠組み
では発達障害に特有の特性、たとえば社会
的相互作用や感覚処理の困難さ、注意の偏
りといった重要な要素がほとんど反映され
ておらず、発達障害児の支援ニーズの把握
には不十分であるといえる。 
これを受けて、令和 6 年度の事務処理要

領において、こども家庭庁が新たに示した
「障害児の調査項目（5 領域 20 項目）」が
導入された。この新しい評価項目は、児童
の発達状況および支援ニーズを総合的に捉
えるための標準的指標であり、より精緻な
アセスメントを可能にしている。具体的に
は、「健康・生活」「感覚・運動」「認知・
行動」「言語・コミュニケーション」「人間
関係・社会性」の 5 つの領域にわたり、20
項目の視点から包括的に児童の状態を評価
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する構成となっている。これにより、社会
性やコミュニケーションに関する特性が明
示的に評価対象となり、発達障害児に特有
のニーズも把握しやすくなった点は評価で
きる。 
しかしながら、5 領域 20 項目はすべて

「子ども本人の特性」に関する観察項目で
構成されており、障害の社会モデル的視点、
すなわち「環境との相互作用において生じ
る困難」や「合理的配慮の必要性」といっ
た観点が欠落していることが課題である。
子どもの特性のみを評価対象とするアセス
メントでは、どのような支援環境が整えば
困難が緩和されるのかという支援構築の視
点が希薄となる懸念がある。 
加えて、家族、とくに発達障害の特性を

有する保護者や、支援ニーズの高い家庭の
状況を十分に把握する枠組みも現行の評価
項目には含まれていない。園・学校・医療
機関など、子どもを取り巻くサービス提供
環境の機能や適合性に対する評価の視点も
必要である。今後は、個人の特性評価に加
え、環境調整や家族支援の必要性を見据え
た多面的かつ統合的なアセスメント手法の
開発が求められる。障害児支援のエキスパ
ートである複数の児童精神科医、小児科医、
臨床心理士、臨床発達心理士から構成され
る本研究班のメンバーで、発達障害に特化
して障害児支援のニーズ判定の指標を検討
するために、生物・心理・社会的な側面の
指標について検討した。 
上記を踏まえ、研究班では、『支援ニー

ズサマリーシート』を作成した。家族要因、
社会資源要因、子どもの要因の 3 つの要因
から構成され、それぞれ 3 項目、7 項目、
14項目である。「非常に良好」（１）～「非

常に困難」（５）の 5 段階で評定する。 
家族要因は、家庭の社会経済状況、保護

者のメンタルヘルス、養育の困難感、社会
資源要因は、家族・親族のサポート、利用
可能な地域の福祉サービス資源、自治体の
保健領域でのサポート、登園・登校状況、
園や学校でのサポート、福祉・療育機関で
のサポート、医療機関でのサポート、であ
った。子ども要因は、対人関係、コミュニ
ケーション、こだわり、多動・衝動性、不
注意、感覚の問題、読み書き、運動・不器
用、身辺自立、睡眠、不安・緘黙、問題行
動、いじめの被害、身体状態（病弱）、で
あった。 
アセスメントの方法としては、自治体の

窓口単独でアセスメントするのではなく、
医療機関、保育所・幼稚園、小学校等、子
どもに関わる機関が日々の行動・様子を総
合して評定し、受給者証の支給申請の際に
持参してもらい、その情報をもとに追加で
質問をすることにより、最終的な支援ニー
ズの判定をすることを想定している。 
得点化については、総合得点によって、

受給者証の支給量の目安を定めてほしいと
いう意見も前年度調査であがってきたが、
自治体の規模や予算、障害児支援の事業所
数などの地域資源など、自治体によってバ
ラツキがあること、支援ニーズの判定に関
わる自治体の職員が事務職員であることを
考慮し、カットオフ等は設定しないことと
した。 
研究班で開発した支援ニーズのアセスメ

ント方法の特徴は、（1）生物・心理・社会
モデルに基づき、子どもの要因に加え、家
族のメンタルヘルスや経済状況等、そして
地域の関係機関のサポートの量なども含め
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て把握することができる調査票であること、
（2）窓口で最初から情報収集しなくて済
むように、他機関からの情報提供シートを
開発し、窓口での支援ニーズサマリーシー
トと同じ項目で構成されていること、であ
る。 
 
Ｃ．手引きの作成 
 本手引きは、発達障害のある子どもを対
象とした障害児支援制度の運用において、
実務上有効かつ実践的な評価と支援の指針
を提供することを目的として作成された。
これは、本研究班の主たる関心が発達障害
にあることに基づき、調査・分析結果を踏
まえて発達障害に特化した内容としたもの
である。 
本手引きの中核的な目的は、支援に関わ

る行政担当者および保護者が、児の障害特
性について一定の把握と共通理解を得るこ
とを促進し、その理解を基盤として個別の
支援ニーズに応じた適切なサービス提供に
つなげることである。とりわけ、ひとり親
家庭や複合的困難を抱える世帯に対して、
支援が実質的に届くよう制度設計を意識す
る必要がある。たとえば、保育所等訪問支
援や巡回支援、認定こども園や学校との連
携を通じて、包括的かつ持続的なインクル
ーシブ支援の推進が求められ本手引きの策
定において重視された点は、現在の日本の
制度的・人的資源の状況に即して、現場で
実際に使用可能なものであることである。
短時間で実施可能な評価方法であっても、
保護者と子どもの双方のニーズを同時に把
握できるよう配慮しており、家族単位での
支援が実現できる構成とした。また、支援
ニーズの把握とサービス選定においては、

個人の生物学的側面のみならず、心理的・
社会的側面を含めた「バイオサイコソーシ
ャルモデル」に基づく評価が可能となるよ
う工夫されている。 
 さらに、本手引きは、制度の実務的運用
に関わる専門職の現状も踏まえて作成され
ている。すなわち、多忙を極める医師に対
しては、短時間で診断書や意見書を作成で
きるように配慮し、また、専門知識を十分
に有していない可能性がある行政職員に対
しては、簡便かつ明快な解説を添えること
で理解を補助することを意図している。こ
れにより、制度の実効性を高め、支援の質
の向上に資することを目指している。 
手引きの構成は以下に示す。 

・はじめに 
・手引きの対象 
・障害児通所支援制度利用の受給者証の支
給決定にかかる手続きの手引き 
・自治体向け 子どもの状態と環境の評価 
・医療機関向け 障害児通所支援制度利用、 
受給者証発行についての医師意見書・診断
書作成の手引き 
・保育所、幼稚園、子ども園、学校向け 
子どもの情報提供書作成の手引き 
・事例集 
 
D．考察 
本研究は、発達障害児が障害児支援サー

ビスを利用する際の支援ニーズを的確に把
握し、それに基づいた受給決定を行うため
のアセスメントシートと手引きの開発を目
的とした。令和 5 年度の調査では、受給者
証の発行における手続きの簡素化が進んで
いる一方で、子どもの障害特性が十分に理
解されないままサービス利用が開始される

10



ケースも明らかとなった。また、アセスメ
ントの実施体制には地域差が大きく、事務
職員のみで対応している自治体も多く存在
した。このような状況を踏まえ、本研究班
は、生物・心理・社会モデルに基づいた多
面的評価が可能な『支援ニーズサマリーシ
ート』を開発し、子ども・家族・社会資源
の 3 要因を 5 段階で評定する構成とした。
また、子どもの特性だけでなく、環境要因
や家族状況も評価に取り入れることで、よ
り現実的な支援設計が可能となった。併せ
て作成した手引きでは、専門職だけでなく
一般職員にも対応可能な実用的内容を盛り
込み、制度運用の実効性を高める工夫を施
した。本研究は、支援の質向上と公正な受
給決定の実現に資する重要な試みである。 
 
Ｅ．結論 
 本研究は、発達障害児の支援ニーズを多
面的に把握し、公正かつ実効性のある受給
決定を可能とするアセスメントシートと手
引きを開発した。現場の実態に即し、専門
職・一般職双方に活用可能な実践的ツール
として、今後の制度運用の改善に寄与する
ことが期待される。 
 
Ｆ．健康危険情報  
特記すべきことなし  
 
Ｇ．研究発表 
1. 論文発表 なし 
2. 学会発表 なし  
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  
1. 特許取得 なし  
2. 実用新案登録 なし  

3. その他 なし 
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